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動
の
進
捗
状
況
で
は
、
着
実
に
進

展
し
て
い
る
項
目
と
今
後
も
要
望

を
継
続
す
る
必
要
が
あ
る
項
目
を

挙
げ
た
。
関
係
諸
法
令
の
改
正
に

関
す
る
運
動
の
進
捗
状
況
に
つ
い

て
は
、
自
民
党
都
連
の
要
望
聴
取

会
で
「
出
席
国
会
議
員
各
位
か

ら
要
望
項
目
へ
の
理
解
が
示
さ
れ

ま
し
た
。
今
後
も
全
政
連
と
と
も

に
要
望
活
動
を
進
め
て
ま
い
り
ま

す
」
と
報
告
。
そ
の
ほ
か
、
議
員
・

候
補
者
の
応
援
、
広
報
活
動
、
会

議
の
開
催
に
つ
い
て
詳
細
な
説
明

を
行
っ
た
。

　

令
和
７
年
決
算
は
古
渡
徹
会
計

責
任
者
が
説
明
、
監
査
を
行
っ
た

大
村
清
保
監
事
が
「
当
政
治
連
盟

の
財
政
状
況
は
健
全
で
あ
る
と
認

め
ま
す
」
と
監
査
意
見
を
表
明
し

た
。
中
川
議
長
が
一
括
し
て
意
見

や
質
問
を
求
め
た
あ
と
、
２
議
案

と
も
全
会
一
致
で
承
認
さ
れ
た
。

　

報
告
事
項
の
令
和
８
年
運
動
方

針
・
事
業
計
画
は
横
田
幹
事
長
、

令
和
８
年
予
算
は
古
渡
会
計
責
任

者
が
報
告
。

　

中
川
議
長
が
、「
皆
様
の
ご
協

力
に
よ
り
、
つ
つ
が
な
く
本
日
の

議
事
を
終
え
る
こ
と
が
で
き
ま
し

た
。」
と
、
評
議
員
に
深
く
謝
意

を
表
明
し
て
閉
会
と
な
っ
た
。

き
徹
底
を
お
願
い
し
た
い
。

４ 

障
害
者
雇
用
の
促
進
に
つ
い

て⑴
障
害
者
の
常
用
雇
用
に
つ
な
が

る
契
約
を
さ
ら
に
増
や
す
と
と

も
に
、
危
険
な
作
業
を
伴
う
契

約
は
除
外
す
る
な
ど
、
真
に
障

害
者
雇
用
の
拡
大
に
つ
な
が
る

内
容
の
入
札
を
実
施
し
て
い
た

だ
き
た
い
。

⑵
入
札
参
加
資
格
定
期
受
付
に
当

た
り
障
害
者
雇
用
率
に
つ
い
て

の
段
階
的
加
点
は
導
入
い
た

だ
き
ま
し
た
が
、
法
定
雇
用
率

が
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
る

中
、
上
限
が
５
点
の
ま
ま
で
あ

る
た
め
配
点
の
比
重
の
拡
大

を
。

⑶
入
札
参
加
資
格
定
期
受
付
の
際

の
審
査
事
項
に
お
け
る
加
点
対

象
、
総
合
評
価
制
度
に
お
け
る

政
策
評
価
項
目
以
外
で
も
、
障

害
者
雇
用
率
が
加
点
要
素
と
な

る
仕
組
み
づ
く
り
を
検
討
い
た

だ
き
た
い
。

５ 

労
働
災
害
対
策
に
つ
い
て

　

東
京
都
財
務
局
か
ら
も
ビ
ル
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
業
を
含
め
て
熱
中

症
予
防
対
策
の
徹
底
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
予
算
計
上
の

際
に
は
、
熱
中
症
対
策
の
た
め

の
経
費
も
含
め
た
適
切
な
計
上

を
。

Ⅲ　
要
望
の
進
捗
状
況

　

各
要
望
項
目
に
関
し
て
は
、
総

合
評
価
方
式
の
適
用
案
件
の
設
備

管
理
業
務
で
の
価
格
点
上
限
の
設

定
実
施
な
ど
、
都
議
会
各
会
派
の

理
解
・
支
援
を
受
け
、
着
実
に
進

展
し
て
い
る
。

　

一
方
、
東
京
都
で
は
９
月
29
日

に
新
た
な
総
合
評
価
方
式
の
適
用

方
針
と
政
策
的
評
価
項
目
の
設

定
が
変
更
と
な
っ
た
が
、「
エ
コ

チ
ュ
ー
ニ
ン
グ
認
定
事
業
者
」
が

含
ま
れ
て
い
な
い
な
ど
、
今
後
も

要
望
を
継
続
す
る
必
要
が
あ
る
。

第
２　

関
係
諸
法
令
等
の
改
正
に

関
す
る
運
動

【
令
和
７
年
事
業
計
画
】

　
入
札
制
度
、
税
制
改
正
、
労
働

諸
問
題
及
び
障
が
い
者
雇
用
等
の

諸
課
題
の
解
決
に
向
け
、
国
会
議

員
、
各
政
党
都
連
へ
の
働
き
か
け

を
行
う
と
と
も
に
、
全
国
ビ
ル
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
政
治
連
盟
と
連
携
し

要
求
実
現
の
た
め
に
活
動
す
る
。

Ⅰ　
国
の
予
算
・
制
度
等
に
関
す

る
要
望
の
実
施

　

令
和
７
年
10
月
29
日
、
自
由
民

主
党
東
京
都
支
部
連
合
会
に
所
属

し
て
い
る
東
京
都
選
出
の
国
会

議
員
等
と
の
要
望
聴
取
会
に
参
加

し
、
各
要
望
項
目
を
強
く
要
望
し

た
。
令
和
７
年
10
月
30
日
、
公
明

党
東
京
都
本
部
代
表
に
要
望
書
を

郵
送
に
て
提
出
し
た
。

Ⅱ　
要
望
項
目

　

自
由
民
主
党
東
京
都
連
ほ
か
に

要
望
し
た
項
目
は
次
の
と
お
り
で

あ
る
。

１ 

品
確
法
の
再
改
正
に
つ
い
て

　

品
確
法
は
、
あ
く
ま
で
も
公
共

工
事
の
品
質
確
保
を
目
的
と
し
た

も
の
で
あ
り
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
だ

け
で
は
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
の

位
置
づ
け
が
確
固
な
も
の
と
な
っ

た
と
は
言
え
ま
せ
ん
。
品
確
法
を

再
度
改
正
の
上
、
条
文
上
に
ビ
ル

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務
に
関
し
て
明

記
い
た
だ
き
た
い
。

２ 

適
切
な
契
約
の
実
現
に
つ
い
て

⑴
適
正
価
格
に
よ
る
契
約
に
つ
い

て

決算報告を行う古渡会計責任者

監査報告を行う大村監事

項　目 金　額

翌年への繰越額 18,222,451

備　考
Ⅰ収入の総額

　1前年からの繰越額
　2本年の収入額
　　⑴機関紙購読料等
　　　　の事業収入
　　⑵その他の収入

Ⅱ支出の総額

　1経常経費の合計
　　⑴事務委託諸費
　　⑵備品・消耗品費

　　⑶事務所費等

　2政治活動費の合計
　　⑴組織活動費

　　⑵選挙関係費
　　⑶広報活動費

　3その他の支出

33,204,051

18,406,051
14,798,000

14,795,000
3,000

14,981,600

2,630,600
1,788,600
284,000

558,000

11,551,000
8,004,000

1,000,000
2,547,000

800,000

機関紙購読料毎号8,250円（税込）、機関紙広告掲載料
受取利息等

協会への事務委託費用（R7協会人件費予算 2.2％）
事務用品・パソコン使用料等協会への分担費用
（R7協会消耗品費、通信運搬費予算 2.2％）
会館賃料・共益費（3.0 坪分　会議室費含む）

全政連分担金、会議費、パーティー券購入、
賀詞交歓会協賛金等
選挙対策費（推薦料等）
機関紙発行費・ホームページ関係費・発送費

令和 7年下半期会計賦課消費税、令和 8年中間消費税

単位　円

令和 8年収支予算（令和 8年 1月 1日から令和 8年 12 月 31 日まで）

項　目 金　額

翌年への繰越額 18,406,051

備　考
Ⅰ収入の総額

　1前年からの繰越額
　2本年の収入額
　　⑴機関紙購読料等の
　　　事業収入
　　⑵その他の収入

Ⅱ支出の総額

　1経常経費
　　⑴人件費
　　⑵備品・消耗品費

　　⑶事務所費等

　2政治活動費
　　⑴組織活動費

　　⑵選挙関係費

　　⑶広報活動費

　3その他の支出

34,475,206

19,386,839
15,088,367
14,603,750

484,617

16,069,155

2,642,200
1,833,700
297,000

511,500

12,717,755
7,544,582

2,665,533

2,507,640

709,200

機関紙購読料8,250 円（税込）、機関紙広告掲載料

全政連後援活動費、新年賀詞交歓会お祝金等

協会への事務委託費用（R5協会人件費予算 2.2％）
事務用品・パソコン使用料等協会への分担費用
（R5協会消耗品費、通信運搬費予算 2.5％）
会館賃料・共益費（2.5 坪分）

全政連分担金、会議費、パーティー券購入、
賀詞交歓会協賛金等
都議会議員選挙、衆議院議員選挙推薦料、
ポスター発送費
機関紙発行費・ホームページ関係費

令和 6年下半期賦課消費税、令和 7年中間消費税

単位　円

令和 7年収支決算報告（令和 7年 1月 1日から令和 7年 12 月 31 日まで）

令
和
７
年
度　

事
業
報
告
（
概
要
）

　
令
和
７
年
運
動
方
針
・
事
業
計

画
に
基
づ
き
、
当
政
治
連
盟
は
、

次
の
諸
活
動
を
実
施
し
た
。

第
１　

東
京
都
所
有
の
建
築
物
の

維
持
管
理
に
関
す
る
要
望
活
動

【
令
和
７
年
事
業
計
画
】

　

東
京
協
会
と
の
連
携
の
も
と

に
、
東
京
都
議
会
自
由
民
主
党
ビ

ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
振
興
政
策
研

究
会
と
協
同
し
、
東
京
都
所
有
の

建
築
物
の
維
持
管
理
に
つ
い
て
、

都
が
必
要
な
措
置
等
を
講
じ
る
よ

う
、
粘
り
強
い
対
応
を
図
る
。

Ⅰ　
要
望
活
動
の
実
施

　

各
要
望
項
目
の
実
現
を
目
指

し
、
令
和
７
年
９
月
３
日
に
都
議

会
自
由
民
主
党
、
都
議
会
公
明
党
、

都
議
会
立
憲
ミ
ラ
イ
ネ
ッ
ト
・
無

所
属
の
会
に
対
す
る
要
望
活
動
を

行
っ
た
。

Ⅱ　
要
望
項
目

　

東
京
協
会
と
同
一
の
内
容
に
て

次
の
と
お
り
要
望
を
行
っ
た
。

１ 

十
分
な
予
算
の
措
置
及
び
契
約

期
間
途
中
で
の
契
約
金
額
変
更
等

に
つ
い
て

⑴
庁
舎
、
公
共
施
設
等
の
管
理
に

係
る
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務

に
関
す
る
契
約
の
履
行
確
保
を

図
る
観
点
か
ら
、
適
切
な
予
算

計
上
、
適
正
な
予
定
価
格
の
設

定
を
。

⑵
複
数
年
契
約
案
件
に
お
い
て
建

築
保
全
業
務
労
務
単
価
な
ど
が

変
更
さ
れ
た
際
、
適
切
な
契
約

変
更
へ
の
ご
対
応
を
検
討
い
た

だ
き
た
い
。

⑶
業
務
委
託
入
札
に
最
低
制
限
価

格
制
度
を
導
入
す
る
場
合
に

は
、
予
め
東
京
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ

ン
ス
協
会
と
十
分
に
協
議
す
る

と
と
も
に
、
十
分
な
配
慮
を
お

願
い
し
た
い
。
最
低
制
限
価
格

は
予
定
価
格
の
85
％
以
上
で
設

定
を
。

２ 

総
合
評
価
制
度
の
拡
充
に
つ
い

て⑴
一
定
金
額
以
上
の
案
件
に
つ
い

て
は
総
合
評
価
方
式
か
つ
複
数

年
契
約
と
す
る
よ
う
検
討
の

上
、
各
局
に
も
ご
指
導
い
た
だ

き
た
い
。

⑵
引
き
続
き
複
数
年
に
わ
た
る
総

合
評
価
案
件
拡
大
に
取
り
組
ん

で
い
た
だ
き
た
い
。

⑶
政
策
的
評
価
項
目
に
つ
い
て

は
、
エ
コ
チ
ュ
ー
ニ
ン
グ
認
定

事
業
者
で
あ
る
こ
と
や
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ

ム
、
イ
ン
ス
ペ
ク
タ
ー
等
の
資

格
者
の
保
有
状
況
、
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
ー
に
関
す
る
認
定
、
東
京

ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
協
会
加
盟

の
有
無
等
に
つ
い
て
も
加
点
要

素
に
。

⑷
総
合
評
価
方
式
の
適
用
案
件
に

つ
い
て
は
、
設
備
管
理
に
つ
い

て
も
価
格
点
上
限
の
設
定
を
。

⑸
一
定
規
模
以
上
の
総
合
管
理
案

件
に
お
い
て
は
、
異
な
っ
た
業

態
の
業
者
の
協
同
が
有
効
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
Ｊ
Ｖ
で
の
入
札

参
加
に
つ
い
て
ご
検
討
い
た
だ

き
た
い
。

３ 

契
約
内
容
の
履
行
確
保
と
入
札

参
加
資
格
の
審
査
に
つ
い
て

⑴
入
札
参
加
申
請
に
関
し
、
不
正

な
申
請
を
防
ぐ
た
め
、
決
算
報

告
書
と
共
に
確
定
申
告
書
の
写

し
を
添
付
さ
せ
、
契
約
実
績
に

つ
い
て
も
売
上
の
半
分
以
上
の

契
約
書
の
写
し
を
添
付
さ
せ
る

よ
う
要
望
し
ま
す
。

⑵
業
者
指
名
の
段
階
で
は
、
適
切

な
履
行
能
力
の
有
無
を
審
査
す

る
と
と
も
に
十
分
な
積
算
能
力

が
な
い
業
者
の
参
加
防
止
を
。

⑶
入
札
参
加
の
際
に
は
、
入
札
金

額
の
根
拠
と
な
る
積
算
資
料
の

提
出
を
求
め
て
い
た
だ
き
た

い
。

⑷
入
札
参
加
資
格
者
の
社
会
保
険

の
加
入
に
つ
い
て
、
今
回
の
調

査
に
よ
り
不
適
切
な
業
者
が
い

た
場
合
に
は
、
厳
正
な
対
処
を
。

⑸
業
務
委
託
の
品
質
の
向
上
を
図

る
た
め
、
評
価
結
果
の
一
般
へ

の
公
表
に
つ
い
て
引
き
続
き
検

討
を
。
ま
た
、
東
京
都
が
公
表

し
た
「
準
備
契
約
案
件
に
お
け

る
落
札
後
辞
退
に
関
す
る
注
意

事
項
」
に
つ
い
て
は
、
引
き
続

詳
細
は
政
治
連
盟
の
Ｗ
ｅ
ｂ

サ
イ
ト
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。


